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（単位:千円）

経常収益

保険料等収入

保険料

再保険収入

回収再保険金

再保険手数料

再保険返戻金

その他再保険収入

資産運用収益

利息及び配当金等収入

その他経常収益

経常費用

保険金等支払金

保険金

解約返戻金

その他返戻金

再保険料

責任準備金等繰入額

支払備金繰入額

責任準備金繰入額

事業費

営業費及び一般管理費

税金

減価償却費

賞与引当金繰入額

経常利益（又は経常損失）

税引前当期純利益（又は税引前当期純損失）

法人税及び住民税

法人税等調整額

法人税等合計

当期純利益（又は当期純損失）

科 目
1,314,802

1,313,244

711,154

602,089

75,354

488,865

36,009

1,859

185

185

1,372

1,259,223

765,843

83,727

40,010

2,066

640,039

35,641

1,325

34,315

457,738

441,870

490

15,227

150

55,578

55,578

16,428

△ 66

16,362

39,216

令和6年度
1,060,946

1,058,779

581,970

476,809

50,773

391,024

34,053

958

2,166

987,216

625,325

56,414

37,836

1,064

530,008

△ 7,447

△ 94

△ 7,353

369,339

356,736

267

12,335

73,730

73,730

13,029

8,432

21,461

52,268

令和5年度
253,856

254,465

129,184

125,280

24,581

97,841

1,956

901

185

185

△ 794

272,007

140,518

27,313

2,174

1,002

110,031

43,088

1,419

41,668

88,399

85,134

223

2,892

150

△ 18,152

△ 18,152

3,399

△ 8,498

△ 5,099

△ 13,052

比較増減

b.損益計算書
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（単位:千円）

当期首残高

当期変動額

当期純利益

当期変動額合計

当期末残高

103,940

-

103,940

資本金

株主資本

93,940

-

93,940

資本
準備金

-

-

-

その他資本
剰余金

資本剰余金

-

-

-

利益準
備金

93,940

-

93,940

資本
剰余金合計

利益剰余金

△ 13,947

52,268

52,268

38,771

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

△ 13,947

52,268

52,268

38,771

利益
剰余金合計

184,382

52,268

52,268

236,651

株主資本
合計

184,382

52,268

52,268

236,651

純資産
合計

（単位:千円）

当期首残高

当期変動額

当期純利益

当期変動額合計

当期末残高

103,940

-

103,940

資本金

株主資本

93,940

-

93,940

資本
準備金

-

-

-

その他資本
剰余金

資本剰余金

-

-

-

利益準
備金

93,940

-

93,940

資本
剰余金合計

利益剰余金

38,771

39,216

39,216

77,987

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

38,771

39,216

39,216

77,987

利益
剰余金合計

236,651

39,216

39,216

275,867

株主資本
合計

236,651

39,216

39,216

275,867

純資産
合計

c.株主資本等変動計算書
自：令和5年4月1日　　至：令和6年3月31日

自：令和6年4月1日　　至：令和7年3月31日
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（単位:千円）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益（又は税引前当期純損失）

減価償却費

支払備金の増減額

普通責任準備金の増減額

異常危険準備金の増減額

利息及び配当金収入

その他資産の増減額

その他負債の増減額

小計

利息及び配当金の受取額

法人税等の支払額

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

その他

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増減額

現金及び現金同等物期首残高

現金及び現金同等物期末残高

科 目

55,578

15,227

1,325

32,683

1,632

△ 185

△ 58,814

52,727

100,175

185

△ 17,232

83,128

△ 314

△ 1,430

3,458

1,714

-

-

-

-

84,843

309,188

394,031

令和6年度

73,730

12,335

△ 94

△ 8,550

1,196

△ 2

△ 25,394

30,798

84,018

2

△ 6,033

77,987

-

-

-

-

-

-

77,987

231,200

309,188

令和5年度

△ 18,152

2,892

1,419

41,233

436

△ 183

△ 33,420

21,929

16,157

183

△ 11,199

5,141

△ 314

△ 1,430

3,458

1,714

-

-

-

-

6,856

77,988

84,843

比較増減

d.キャッシュ・フロー計算書
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普通株式 2,400
当期首株式数種　類

177
当期増加株式数

2,577
当期末株式数

0
当期減少株式数

個別注記表
自：令和6年4月1日　　至：令和7年3月31日

1. 重要な会計方針に係る事項
① 固定資産の減価償却の方法
無形固定資産・・・・・定額法によっております。

② その他計算書類作成のための基本となる事項
消費税等の会計処理・・税込方式によっております。

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品・・・・・最終仕入原価法

④リース契約により使用する重要な有形固定資産及び無形固定資産該当事項はありません。
⑤責任準備金は保険業法施行規則第211条の46の規定に基づいており、同法第272条の2第2項第4号に掲げる書類に記載れた方
法に従い、かつ、金融庁長官が定める方式(平成18年金融庁告示第16号)により計算し、積み立てております。

2. 貸借対照表に関する事項
①供託金15,000千円は東京法務局にて平成29年度金第35729号で供託しております。
令和2年度金第47052号、令和3年度金第35262号、令和4年度金第15685号 各1,000千円、令和6年度金第8400号で2,000千
円の追加供託しております。

②当期末における支払備金及び責任準備金の内訳は以下の通りです。
（支払備金）
普通支払備金(出再普通支払備金控除前)     3,478千円
IBNR支払備金(出再支払備金控除前)     1,065千円
     計 4,544千円
（責任準備金）
普通責任準備金    114,235千円
異常危険準備金        6,549千円
               計120,785千円

③1株あたりの純資産額・・・107,049.75円

3. 損益計算書に関する事項
①正味収入保険料の内訳は以下の通りです。
収入保険料  　711,154千円
出再保険料  　644,247千円
差引  計 66,907千円

②正味支払保険金の内訳は以下の通りです。
支払保険金  　83,727千円
回収再保険金  　75,354千円
差引  計 8,373千円

③責任準備金及び支払備金繰入額の内訳は以下の通りです。
責任準備金繰入額 　34,315千円
支払備金繰入額   　1,325千円
   計35,641千円　　

④1株当たりの当期純利益・・15,217.72円

4. 株主資本等変動計算書に関する事項
①発行済株式の種類及び総数に関する事項

5. 金融商品に関する事項
①金融商品の状況に関する事項
当社は資金運用について安全性・流動性の確保のため短期的な預貯金に限定しております。

②金融商品の時価等に関する事項
令和7年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次の通りであります。　　
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（単位：千円、％）

② 保険金等の支払能力の充実の状況

負債に計上されているものについては、（）で示しております。　　

※上記の金額および数値は、保険業法施行規則第211条59および第211条の60ならびに平成18年金融庁告示第14号の規定に基づいて算出しています。

(1) 現金及び預貯金

(2) 代理店貸

(3) 再保険貸

(4) 未収保険料

(5) 供託金

(6) 代理店借

(7) 再保険借

(8) 未払法人税等

(9) 預り金

394,031

8,463

178,239

53,763

15,000

8,463

193,398

9,886

306

貸借対照表計上額 (千円）
394,031

8,463

178,239

53,763

15,000

8,463

193,398

9,886

306

時　価 (千円） 差　額

-

-

-

-

-

-

-

-

-

(1) ソルベンシー・マージン総額

① 純資産の部の合計額（繰延資産等控除後の額）

② 価格変動準備金

③ 異常危険準備金

④ 一般貸倒引当金

⑤ その他有価証券評価差額（税効果控除前）（99％又は100％）

⑥ 土地の含み損益（85％又は100％）

⑦ 契約者配当準備金の一部（除、翌期配当所要額）

⑧ 将来利益

⑨ 税効果相当額

⑩ 負債性資本調達手段等

告示(第14号)第２条第３項第５号イに掲げるもの（⑩(a)）

告示(第14号)第２条第３項第５号ロに掲げるもの（⑩(b))

(2) リスクの合計額√[Ｒ12+Ｒ22]+Ｒ3+Ｒ4

保険リスク相当額

R1　一般保険リスク相当額

R4　巨大災害リスク相当額

R2　資産運用リスク相当額

価格変動等リスク相当額

信用リスク相当額

子会社等リスク相当額

再保険リスク相当額

再保険回収リスク相当額

R3　経営管理リスク相当額

(3) ソルベンシー・マージン比率　(1)/｛(1/2)×(2)｝

241,568

236,651

-

4,917

-

-

-

-

-

-

-

-

-

16,670

8,143

4,052

4,091

11,493

-

3,091

-

7,032

1,369

392

2898.1

前　期
282,417

275,867

-

6,549

-

-

-

-

-

-

-

-

-

20,158

10,383

5,656

4,726

13,835

0

3,940

0

8,113

1,782

484

2801.9

当　期
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③ 取得価額または契約価額、時価および評価損益

ソルベンシー・マージン比率
ソルベンシー・マージン比率は、「通常の予測を超える危険」に対する「ソルベンシー・マージン（支払余力）」の割合を表す指
標です。当局が保険会社を監督する際に活用する客観的な判断指標の１つです。

・少額短期保険業者は、保険事故発生の際の保険金支払い等に備えて準備金を積み立てていますが、巨大災害発生や、
少額短期保険業者が保有する資産の大幅な価格下落等、通常の予測を超える危険が発生した場合でも、十分な支払い能力を保持し
ていく必要があります。
・こうした「通常の予測を超える危険」を示す「リスクの合計額」（上記（２））に対する「少額短期保険業者が保有している資
本金・準備金等の支払余力」（すなわちソルベンシー・マージン総額　上記（１））の割合を示す指標として、保険業法等に基づ
き計算されたのが、「ソルベンシー・マージン比率」です。

「通常の予測を超える危険」とは、次に示す各種の危険の総額をいいます。
① 保険引受上の危険(一般保険リスク）
　：保険事故の発生率等が通常の予測を超えることより発生し得る危険（巨大災害に係る危険を除く）
② 資産運用上の危険(資産運用リスク）
　：保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変動することにより発生し得る危険等
③ 経営管理上の危険（経営管理リスク）
　：業務の運営通常の予測を超えて発生し得る危険で上記①、②および④以外のもの
④ 巨大災害に係る危険（巨大災害リスク）
　：通常の予測を超える巨大災害(関東大震災や伊勢湾台風相当）により発生し得る危険

・「少額短期保険株式会社が有している資本金・準備金等の支払余力」（ソルベンシー・マージン総額）とは、少額短期保険業者
の純資産、諸準備金(価格変動準備金・異常準備金等）、土地の含み益の一部等の総額です。

同比率が200％以上であれば「保険金等の支払い能力の充実の状況が適当である」とされますが、200％を下回る保険会社は、改
善計画の提出・実行命令等を受けることになります。
「通常の予測を超える危険」とは、次に示す各種危険に対応する金額を所定の計算式を用いて統合した総額をいいます。

① 有価証券
該当事項はありません。

② 金銭信託
該当事項はありません。


